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平成 23 年度決算の状況 P２～ P７

 「（仮称）龍ケ崎市自治基本条例」の制定に向けて取り組んでいます

柔軟で持続可能な財政基盤の構築を目指す県内初の条例

P８・９

P10

「龍ケ崎市地域防災計画（案）」についてのご意見を募集します
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平成 23 年度決算の状況平成 23 年度決算の状況

崎
子　

平
成
23
年
度
決
算
が
９
月
の
定
例

議
会
で
承
認
さ
れ
た
わ
ね
。
内
容
に
つ
い

て
教
え
て
！ 

龍
夫　

任
せ
て
。
決
算
規
模
か
ら
言
う

と
、
平
成
23
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額

は
、
歳
入
２
３
７
億
９
５
８
５
万
円
、
歳

出
２
２
６
億
７
９
０
２
万
円
、
差
引

11
億
１
６
８
３
万
円
だ
よ
。
形
式
収
支
（
歳

入
歳
出
差
引
額
）
か
ら
翌
年
度
へ
の
繰
越

財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
、
つ
ま
り

純
粋
な
黒
字
額
は
10
億
１
６
３
８
万
円
と

な
っ
た
ん
だ
。

崎
子　

例
年
に
比
べ
て
黒
字
幅
が
大
き
い

の
ね
。
内
容
的
に
は
ど
う
な
の
？

龍
夫　

平
成
23
年
度
は
、
平
成
22
年
度
に

引
き
続
き
、
当
初
予
定
し
て
い
た
財
源
調

整
の
た
め
の
基
金
繰
入
れ
（
預
金
の
取
り

崩
し
）
が
不
要
に
な
っ
て
、
財
政
調
整
基

金
に
１
億
円
の
積
み
立
て
が
で
き
た
ん
だ
。

龍
ケ
崎
市
の
財
政
状
況
は
平
成
20
年
度
を

底
に
、
改
善
基
調
と
見
え
る
ね
。

崎
子　
「
見
え
る
」
っ
て
こ
と
は
？

龍
夫　

た
と
え
ば
、経
常
収
支
比
率
（
※
１
）

は
、
昨
年
度
の
91
・
６
％
か
ら
94
・
１
％
と
、

２
・
５
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
し
ま
っ
た
ん
だ
。

こ
の
原
因
は
、
地
方
議
員
年
金
制
度
の
廃
止

に
よ
る
共
済
会
負
担
金
や
、
戸
籍
電
算
シ
ス

テ
ム
の
新
規
リ
ー
ス
に
係
る
物
件
費
な
ど
の

経
常
経
費
が
増
加
す
る
一
方
で
、
経
常
一
般

財
源
が
市
税
収
入
の
減
な
ど
で
減
少
し
た
こ

と
に
よ
る
ん
だ
。
歳
入
歳
出
両
面
か
ら
の
悪

化
だ
か
ら
、
内
容
的
に
は
厳
し
さ
を
増
し
た

と
判
断
で
き
る
ね
。

崎
子　

ま
だ
ま
だ
余
裕
な
し
か
…
。
黒
字

が
大
き
く
て
も
油
断
大
敵
ね
。
そ
れ
じ
ゃ
、

こ
の
決
算
を
反
映
し
た
「
健
全
化
判
断
比

率
」（
※
２
）
は
ど
う
だ
っ
た
の
？

龍
夫　

黒
字
決
算
だ
か
ら
、
実
質
赤
字
比
率

お
よ
び
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
算
出
さ
れ
ず

に
、
実
質
公
債
費
比
率
は
10
・
４
％
（
昨
年

度
比
△
０
・
６
ポ
イ
ン
ト
）、
将
来
負
担
比
率

は
42
・
２
％
（
昨
年
度
比
△
12
・
０
ポ
イ
ン
ト
）

と
、そ
れ
ぞ
れ
改
善
し
て
い
る
よ
。も
ち
ろ
ん
、

公
営
企
業
会
計
も
黒
字
決
算
で
、
資
金
不
足

比
率
は
算
出
さ
れ
な
か
っ
た
ん
だ
。

崎
子　

そ
れ
じ
ゃ
、
龍
ケ
崎
市
の
財
政
状

況
は
「
健
全
で
す
」
と
い
う
財
政
健
全
化

法
の
お
墨
付
き
を
得
た
わ
け
ね
。
と
こ
ろ

で
、
前
に
独
自
の
基
準
を
定
め
る
っ
て
聞

い
た
け
ど
？

龍
夫　

こ
の
10
月
か
ら
施
行
し
た
「
龍
ケ

崎
市
財
政
運
営
の
基
本
指
針
等
に
関
す
る

条
例
」
に
基
づ
い
て
、
市
独
自
の
「
早
期

警
戒
基
準
」
を
定
め
た
よ
。
た
と
え
ば
、

実
質
公
債
費
比
率
は
国
の
早
期
健
全
化
基

準
は
25
％
以
上
だ
け
れ
ど
も
、
龍
ケ
崎
市

は
16
％
以
上
と
な
っ
た
ら
自
主
的
に
改
善

策
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
し

て
い
る
ん
だ
。

崎
子　

当
た
り
前
だ
け
ど
、
収
支
状
況
が

改
善
し
て
い
る
と
い
っ
て
も
、
気
を
引
き

締
め
な
い
と
い
け
な
い
わ
ね
。
次
は
、
一

般
会
計
の
歳
入
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

崎
子　

歳
入
の
42
・
０
％
は
市
税
ね
。
で
も

こ
の
と
こ
ろ
の
景
気
低
迷
に
よ
っ
て
、
減
収
傾

向
な
ん
で
し
ょ
う
？　

こ
の
割
合
も
昨
年
と

比
べ
て
０
・
９
ポ
イ
ン
ト
下
が
っ
て
い
る
わ
。

龍
夫　

市
税
収
入
は
昨
年
と
比
較
す
る

と
、「
法
人
市
民
税
」
が
震
災
の
影
響
に

よ
る
企
業
業
績
の
下
振
れ
を
反
映
し
て

７
０
０
８
万
円
の
減
収
に
な
り
、「
個
人
市

民
税
」
も
景
気
低
迷
に
よ
る
雇
用
環
境
の

悪
化
な
ど
の
影
響
で
５
５
４
４
万
円
の
減

収
と
な
っ
た
。「
市
た
ば
こ
税
」
は
税
率
改

正
に
よ
っ
て
増
収
と
な
っ
た
け
ど
、
市
税

全
体
で
は
６
９
４
９
万
円
の
減
収
に
な
っ

た
ん
だ
。

崎
子　

震
災
や
景
気
の
影
響
は
大
き
い
け

れ
ど
、
こ
ん
な
時
だ
か
ら
こ
そ
、
公
平
性

の
観
点
か
ら
も
適
正
課
税
、
適
正
徴
収
に

努
め
な
き
ゃ
ね
。
そ
の
他
の
歳
入
は
ど
う
？

健全化判断比率の状況（表②）

区分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － 12.77％ 20.00％
連結実質赤字比率 － 17.77％ 30.00％
実質公債費比率 10.4％ 25.0％ 35.0％
将来負担比率 42.2％ 350.0％

資金不足比率の状況（表③）

会計名 事業規模
（千円）

資金
不足額

資金
不足比率

経営健全
化基準

公共下水道事業特別会計 1,051,178 － － 20％
農業集落排水事業特別会計 3,648 － － 20％

平成23年度決算総括（表①）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

会計別 歳入 歳出 形式収支
（差引） 繰越財源 実質収支

一般会計 237 億 9,585 226 億 7,902 11 億 1,683 1 億 45 10 億 1,638
特別会計合計 143 億 5,020 141 億 9,352 1 億 5,669 813 1 億 4,856

国民健康保険事業特別会計 73 億 4,170 72 億 240 1 億 3,930 0 1 億 3,930
公共下水道事業特別会計 22 億 6,645 22 億 5,537 1,108 813 295
農業集落排水事業特別会計 5,526 5,491 35 0 35
介護保険事業特別会計 37 億 2,355 37 億 1,979 375 0 375
障がい者自立支援サービス事業特別会計 2,757 2,756 1 0 1
後期高齢者医療事業特別会計 9 億 3,567 9 億 3,347 220 0 220

総合計 381 億 4,605 368 億 7,254 12 億 7,351 1 億 858 11 億 6,494
※各項目の数値は、実数をそれぞれ四捨五入したものであり、合計欄や差引欄の数値が表内の計算結果と一致しないことがあります。

平成23年度決算の収支状況は改善基調が継続し、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
による判定も引き続き「健全段階」となっています。
しかし、今後も社会保障関係費の増加や、現役世代の減少に伴う税収の減などにより、収支
ギャップの拡大が予想されるなど、予断を許さない状況が続くと考えられます。
この状況を乗り切り、明るい未来を切り拓くためには、当市の最上位計画である「ふるさと
龍ケ崎戦略プラン」に掲げた、まちづくりの基本姿勢である「みんなで考え実践する協働のま
ちづくり」「未来につながる柔軟な財政構造の構築」の実現に向けて、市民の皆さんのご理解・
ご協力を得ながら地域経営に当たることが必要で、「市民に信頼される開かれた市役所」として
いかなければなりません。
ここでは、情報共有化の一環として、平成 23 年度決算の状況などをお知らせします。市の財
政状況についてご理解を深めていただければ幸いです。

【
決
算
総
括
】　
　
　
　

●
平
成
23
年
度
決
算
総
括
（
表
①
）

【
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率
】

●
比
率
の
状
況
（
表
②
③
）

【
一
般
会
計
歳
入
】　
　
　
　

●
歳
入
の
構
成
比
（
グ
ラ
フ
①
）

●
市
税
内
訳
の
推
移
（
グ
ラ
フ
②
）

一
般
会
計
歳
入
の
構
成
比
（
グ
ラ
フ
①
）

一般会計
歳入総額

237 億 9,585 万円

市税
99 億 9,864 万円

42.0％

地方譲与税
交付金など
12 億 7,362 万円

5.3％

地方交付税
41 億 1,429 万円

17.3％

国・県支出金
44 億 791 万円
18.5％

繰入金
362 万円
0.1％

繰越金
7億 4,909 万円

3.1％

諸収入・その他
14 億 9,073 万円

6.3％

市債
17 億 5,795 万円

7.4％

　平成 23 年度決算について、財政担当の龍
夫くんと健康増進担当の崎子さんの会話を
掲載しました。
　ぜひ最後までお読みください。

■問い合わせ：財政課☎内線 358

※
２　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化
法
）
の
規

定
に
よ
り
、
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化
判
断

比
率
」
お
よ
び
「
資
金
不
足
比
率
」
の
算
定
、

公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

※
１　

市
税
・
普
通
交
付
税
を
中
心
と
す
る

毎
年
度
経
常
的
に
収
入
さ
れ
る
一
般
財
源

（
経
常
一
般
財
源
）
が
、
人
件
費
・
扶
助
費
・

公
債
費
の
よ
う
に
毎
年
度
経
常
的
に
支
出
さ

れ
る
経
費
（
経
常
的
経
費
）
に
ど
の
程
度
充

当
さ
れ
て
い
る
か
と
い
う
割
合
で
、
こ
の
数

値
が
低
い
ほ
ど
、
財
政
構
造
に
弾
力
性
が
あ

る
（
余
裕
が
あ
る
）
こ
と
を
表
し
ま
す
。
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龍
夫　

国
・
県
支
出
金
に
つ
い
て
は
、
少

子
化
や
子
育
て
対
策
・
生
活
困
窮
者
や
障
が

い
者
対
策
な
ど
の
歳
出
増
加（
扶
助
費
な
ど
）

に
伴
っ
て
、
そ
の
補
助
金
も
増
え
て
い
る
ん

だ
。
当
然
、
市
の
負
担
も
増
え
て
い
る
よ
。

崎
子　

地
方
交
付
税
が
３
年
連
続
で
増
え

て
い
る
わ
ね
。

龍
夫　

地
方
の
財
源
不
足
の
拡
大
で
、
昨

年
に
続
い
て
増
額
と
な
っ
た
ん
だ
。
本
当

は
市
税
が
増
え
て
、
地
方
交
付
税
が
減
少

す
る
の
が
理
想
な
ん
だ
け
ど
…
。
そ
れ
に
、

災
害
復
旧
事
業
の
財
源
と
し
て
、
震
災
復

興
特
別
交
付
税
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
が
平

成
23
年
度
の
特
徴
だ
ね
。

崎
子　

基
金
（
預
金
）
か
ら
の
繰
入
金
（
預

金
の
解
約
）
や
市
債
（
借
入
金
）
は
減
少

傾
向
な
の
よ
ね
。

龍
夫　

財
源
調
整
の
た
め
の
基
金
の
取
り

崩
し
を
行
わ
ず
に
済
ん
だ
か
ら
ね
。
市
債

で
は
、
都
市
基
盤
整
備
の
進
捗
な
ど
で
、

建
設
事
業
に
関
す
る
も
の
（
通
常
債
）
は

減
少
傾
向
に
あ
る
ん
だ
け
ど
、
そ
の
反
面
、

地
方
交
付
税
の
代
替
措
置
で
あ
る
臨
時
財

政
対
策
債
（
特
例
債
）
の
割
合
が
高
く
な

っ
て
い
る
ん
だ
。
龍
ケ
崎
市
だ
け
で
は
な

く
全
国
的
な
傾
向
だ
け
ど
ね
。

崎
子　

地
方
交
付
税
の
代
わ
り
じ
ゃ
仕
方

な
い
側
面
も
あ
る
け
ど
…
。
次
に
、
歳
出

に
つ
い
て
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

崎
子　

歳
出
の
構
成
比
（
グ
ラ
フ
④
）
を

見
て
み
る
と
、「
子
育
て
（
民
生
費
）」
と
「
教

育
（
教
育
費
）」
に
力
を
入
れ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
る
わ
ね
。

龍
夫　

そ
う
だ
ね
。
住
民
情
報
基
幹
系
シ

ス
テ
ム
の
再
構
築
や
東
日
本
大
震
災
復
興

基
金
に
積
み
立
て
を
行
っ
た
総
務
費
の
シ

ェ
ア
も
高
く
な
っ
て
い
る
し
、
東
日
本
大

震
災
の
復
旧
需
要
に
よ
る
災
害
復
旧
費
の

増
加
も
特
徴
的
だ
け
ど
、
龍
ケ
崎
市
で
は

か
ね
て
か
ら
一
貫
し
て
、「
子
育
て
世
代
の

福
祉
増
進
」
や
「
学
校
教
育
の
充
実
」
に

力
を
注
い
で
い
る
か
ら
、
民
生
費
と
教
育

費
の
割
合
は
高
い
ん
だ
。

崎
子　

主
な
歳
出
の
推
移
（
グ
ラ
フ
⑤
）

平成 23年度決算の状況

を
見
て
も
民
生
費
が
伸
び
続
け
て
い
て
、

平
成
22
年
度
か
ら
は
飛
び
抜
け
て
い
る
こ

と
が
分
か
る
け
ど
、
具
体
的
に
は
？

龍
夫　

平
成
22
年
度
か
ら
児
童
手
当
（
旧

制
度
）
に
代
わ
っ
て
子
ど
も
手
当
が
導
入

さ
れ
た
影
響
だ
ね
。
平
成
23
年
度
だ
と
、

こ
の
制
度
の
平
年
化
で
子
ど
も
手
当
支
給

事
業
が
さ
ら
に
１
億
７
８
０
０
万
円
の
増

加
に
な
っ
て
い
る
ん
だ
。
そ
の
他
で
は
や

は
り
「
少
子
化
対
策
」「
子
育
て
支
援
」
の

充
実
だ
ね
。
小
児
マ
ル
福
の
対
象
を
小
学

３
年
生
ま
で
拡
充
す
る
こ
と
で
、
医
療
費

負
担
の
軽
減
を
図
っ
た
ん
だ
。

　

さ
ら
に
、
さ
ん
さ
ん
館
で
総
合
チ
ャ
イ
ル

ド
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
を
運
営
し
た
り
、
私
立
保

育
所
の
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
や
一
時

保
育
事
業
に
対
し
て
助
成
し
た
り
、
保
育
環

境
の
充
実
な
ど
も
影
響
し
て
い
る
よ
。

崎
子　
「
子
育
て
環
境
日
本
一
」
が
目
標

だ
も
の
ね
。
私
の
担
当
の
衛
生
費
で
も
、

不
妊
治
療
費
助
成
や
妊
婦
健
康
診
査
の
公

費
負
担
を
行
っ
て
い
る
わ
。
そ
れ
と
、
子

宮
頸
が
ん
・
ヒ
ブ
・
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

接
種
の
全
額
公
費
負
担
も
開
始
し
た
の
よ
。

子
育
て
環
境
は
着
実
に
向
上
し
て
い
る
わ

ね
。
け
れ
ど
、
財
政
的
に
は
大
変
よ
ね
。

龍
夫　

そ
う
だ
ね
。
そ
れ
に
民
生
費
に
は
、

生
活
保
護
費
や
国
民
健
康
保
険
、
介
護
保

険
、
後
期
高
齢
者
医
療
な
ど
の
特
別
会
計

へ
の
繰
出
金
も
含
ま
れ
て
い
て
、
こ
れ
ら

が
増
え
続
け
て
い
る
こ
と
も
民
生
費
が
増

え
て
い
る
要
因
に
な
っ
て
い
る
ん
だ
。

崎
子　

要
す
る
に
社
会
保
障
関
係
費
ね
。

民
生
費
に
は
「
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
」
の

役
割
も
あ
る
か
ら
、
財
政
が
厳
し
く
て
も

何
と
か
や
り
繰
り
し
な
き
ゃ
ね
。
と
こ
ろ

で
、「
教
育
」
の
分
野
は
決
算
額
は
減
少
傾

向
な
の
？

龍
夫　

平
成
22
年
度
と
平
成
23
年
度
を
比

較
し
て
教
育
費
が
減
少
し
た
の
は
、
公
民

館
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
に
衣
替
え

し
た
こ
と
か
ら
、
予
算
を
教
育
費
か
ら
総

務
費
へ
振
り
替
え
た
影
響
が
大
き
い
ね
。

　

龍
ケ
崎
市
は
小
中
学
校
の
耐
震
化
率
が

１
０
０
％
で
、
大
型
の
施
設
整
備
事
業
も

終
了
し
て
い
る
け
ど
、
引
き
続
き
、
全
小

中
学
校
図
書
室
へ
の
司
書
の
配
置
な
ど
、

教
育
環
境
の
充
実
の
た
め
に
必
要
な
き
め

細
か
な
事
業
を
行
っ
て
い
る
ん
だ
。

そ
の
ほ
か
、
中
央
図
書
館
の
照
明
を
Ｌ

Ｅ
Ｄ
に
改
修
し
た
こ
と
も
平
成
23
年
度
の

特
徴
だ
ね
。
確
か
に
、
ハ
ー
ド
面
の
決
算

額
は
減
少
し
て
い
る
し
、
財
政
的
に
は
厳

し
い
と
こ
ろ
だ
け
れ
ど
、
ソ
フ
ト
面
の
施

策
は
堅
持
し
て
い
る
ん
だ
。

崎
子　
「
子
育
て
」
も
「
教
育
」
も
将
来
を

担
う
子
ど
も
た
ち
の
た
め
だ
か
ら
、
最
優

先
で
予
算
が
使
わ
れ
て
い
る
の
ね
。

崎
子　

と
こ
ろ
で
、
龍
ケ
崎
市
っ
て
市
債

残
高
（
借
入
金
残
高
）
が
多
い
っ
て
言
わ

れ
て
い
る
け
ど
、
ま
だ
増
え
て
い
る
の
？

龍
夫　

い
や
い
や
、
こ
れ
ま
で
の
財
政
健

全
化
の
取
り
組
み
で
、
借
入
れ
を
抑
制
し
て

き
た
効
果
が
現
れ
て
き
て
い
る
ん
だ
。
市
債

残
高
の
推
移
を
見
て
も
わ
か
る
よ
う
に
、
市

債
残
高
は
確
実
に
減
少
し
て
い
る
よ
。

と
は
い
え
、
市
債
償
還
の
ピ
ー
ク
は
ま

だ
続
く
か
ら
、
も
う
し
ば
ら
く
公
債
費
（
借

入
金
の
返
済
）
は
高
め
の
ま
ま
推
移
す
る

見
込
み
な
ん
だ
。
景
気
の
動
向
で
歳
入
環

境
が
一
層
厳
し
く
な
る
可
能
性
も
あ
る
か

ら
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
も
ご
理
解
・
ご
協

力
を
い
た
だ
い
て
、
財
政
力
強
化
に
向
け

て
頑
張
ら
な
い
と
ね
。

崎
子　

そ
う
ね
。
私
も
窓
口
な
ど
で
日
々

市
民
の
皆
さ
ん
と
接
し
て
い
る
か
ら
、
財
政

面
の
簡
単
な
質
問
は
答
え
ら
れ
る
よ
う
に
す

る
わ
。
市
の
財
政
に
つ
い
て
も
っ
と
詳
し
く

知
り
た
い
と
き
に
は
ど
う
す
れ
ば
い
い
の
？

財
政
用
語
っ
て
な
ん
だ
か
難
し
い
し
。

龍
夫　

市
公
式
サ
イ
ト
の
「
市
政
・
市
役

所
」
の
中
の
「
財
政
・
行
政
改
革
」
と
い

う
コ
ー
ナ
ー
で
、
決
算
の
状
況
や
健
全
化

判
断
比
率
な
ど
を
含
め
た
さ
ま
ざ
ま
な
財

政
情
報
を
公
開
し
て
い
る
よ
。
財
政
用
語

の
解
説
も
掲
載
し
て
い
る
か
ら
、
一
度
見

て
も
ら
え
る
と
う
れ
し
い
な
。

崎
子　

皆
さ
ん
、よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。
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45.69

市税内訳の推移（グラフ②）
個人市民税 法人市民税 固定資産税

軽自動車税 市たばこ税 都市計画税

H19

H20

H21

H22

H23

一般会計・主な歳入の推移（グラフ③）
平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年

地方譲与税
交付金など

地方交付税 国・県支出金 繰入金 市債（億円）

9.53 42.10 0.96
4.89

6.51

45.93 6.85 42.23 1.01
4.74
6.53

45.48 5.28 40.88 1.07
4.56
6.28

41.04 7.10 40.44 1.10
4.76
6.23

40.49 6.40 40.34 1.12
5.42
6.22

一
般
会
計
歳
出
の
構
成
比
（
グ
ラ
フ
④
）

一般会計
歳出総額

226 億 7,902 万円

総務費
29 億 9,145 万円

13.2％

民生費
76 億 4,034 万円

33.7％

衛生費
26 億 3,591 万円

11.6％労働費
1,459 万円
0.1％

農林水産業費
4億 1,169 万円

1.8％

商工費
1億 4,606 万円

0.6％

土木費
12 億 2,609 万円

5.4％

【
主
な
歳
入
の
推
移
】　
　

●
一
般
会
計
・
主
な
歳
入
の
推
移
（
グ
ラ
フ
③
）

消防費
9億 8,155 万円

4.3％

教育費
26 億 8,994 万円

11.8％

災害復旧費
4億 5,993 万円

2.0％ 公債費
31 億 9,246 万円

14.1％

その他
12 万円
0.1％

議会費
2億 8,892 万円

1.3％

【
一
般
会
計
歳
出
】　
　

●
歳
出
の
構
成
比
（
グ
ラ
フ
④
）

●
主
な
歳
出
の
推
移
（
グ
ラ
フ
⑤
）

一般会計・主な歳出の推移（グラフ⑤）
平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年

民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費

（億円）

（億円）（億円）

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

市債残高の推移（グラフ⑥）
一般会計 公共下水道事業 農業集落排水事業

302.63 168.68 6.66

299.23 166.28 6.43

290.40 163.29 6.29

294.36 162.17 6.14

286.97 160.12 5.99

282.18 157.00 5.83

272.81 153.30 5.67

【
市
債
残
高
の
推
移
】　
　

●
市
債
残
高
の
推
移
（
グ
ラ
フ
⑥
）



政策情報誌　平成 24 年 10 月（第 5 号） － 6 －－ 7 － 政策情報誌　平成 24 年 10 月（第 5 号）

平成 23 年度決算の状況平成 23 年度決算の状況

収支の状況　　　　　　　　　　（単位：万円）

区分 H22 H23 比較

収入 774 786 12
支出 749 749 0
収支 25 37 12

資産・債務状況　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

区分 H22 H23 比較

預金（基金） 115 124 9
ローン（市債）残高 941 909 △ 32

分割払（債務負担行為）残高 128 119 △ 9

　平成 23 年度の決算（普通会計）を家計簿に例え、昨年度と比較しました。市の財政状況は、市民の皆さ

んの生活にかかわる重要なものです。予算の有効な使い方を考えてみましょう。

推計と実績額の比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳入項目 H23 推計 H23 実績 増減額 歳出項目 H23 推計 H23 実績 増減額

地方税 10,180 9,999 △ 181 人件費 4,345 4,309 △ 36
地方譲与税等 1,179 1,135 △ 44 物件費 3,066 3,103 37

地方特例交付金 90 123 33 維持補修費 165 120 △ 45
地方交付税 2,584 4,114 1,530 扶助費＊１ 6,894 5,082 △ 1,812

分担金及び負担金 234 229 △ 5 補助費等 3,203 3,309 106
使用料 384 372 △ 12 普通建設事業費 1,100 1,164 64
手数料 42 44 2 公債費 3,140 2,981 △ 159

国庫支出金＊１ 4,797 2,911 △ 1,886 積立金 13 263 250
都道府県支出金 1,110 1,511 401 投資及び出資金 6 3 △ 3

繰越金 0 749 749 貸付金 51 41 △ 10
諸収入 732 784 52 繰出金 2,032 2,087 55
地方債 2,000 1,546 △ 454 財政調整基金積立＊２ 　 △ 100 △ 100
その他 15 62 47 歳出合計 24,014 22,362 △ 1,652

歳入合計 23,347 23,579 232 収支差引 △ 667 1,217 1,884

①「財政収支の改善」

　計画第２年度（平成 23 年度決算）ではプラン作成時
の財政収支見通しと比較して、歳入で２億 3,200 万円、
歳出で 16 億 5,200 万円、合計で 18 億 8,400 万円ほど
の財源を確保することができました。これは、歳入面で

の地方交付税の増収や収支改善に伴う繰越金などの増額、
歳出面では、人件費の削減や新規事業の抑制などの累次
の財政健全化の取り組みによる各種削減努力の成果が現
れ、これらの財源確保により、前年度に続いて財政調整
基金に１億円を積み立てることができました。

（注）項目別に百万円単位で四捨五入しており、合計欄の数値と合わない場合があります。
＊１　歳入の「国庫支出金」・歳出の「扶助費」については、推計時点で子ども手当を月額 26,000 円と
見込んでいたため増減幅が大きくなっていますが、歳入歳出同額としていたため収支に影響はありません。
＊２　歳出項目のうち、「財政調整基金積立」は積立金に含まれていますが、収支改善に伴う任意の
積み立てであることから、歳出から減額して収支差引を算出しています。

②「将来負担額の削減」

　平成 23 年度末の市債等長期債務残高は、平成
22 年度から約 25 億円減少して約 484 億円とい
う状況です。毎年度約 20 億円のペースで着実に
減少しています（左図）。

③「柔軟な財政構造の構築」

　平成 23 年度決算における経常収支比率は
94.1％です。目標値である 98％以内を維持して
いますが、平成 22 年度より悪化しました。

④「財政運営に関する独自ルールの制定」

　平成 23 年度は財政健全化条例の骨子などにつ
いて、行政経営評価委員会などの意見を踏まえて
素案の作成を行いました。
　平成 24 年第３回市議会定例会で「龍ケ崎市財
政運営の基本指針等に関する条例」が議決され、
この 10 月から施行しています。

（注）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の規定（将来負
担比率の算定）のベースとなる「長期債務」の残高を算出したもの。

　第３次財政健全化プランは、計画第１年度・計画第２年度と目標を大きく上回る状況にありますが、地方交
付税の増収など外的な要因が大きいため、今後とも職員一丸となって財政健全化の取り組みを鋭意推進してま
いります。
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龍ケ崎家の家計簿

収入

基本給
（市税・譲与税など）

支出
774 万円 786 万円 749 万円 749 万円

諸手当（地方交付税）

両親からの負担
（国・県支出金）

前年度余剰金
（繰越金）

ローン借入
（市債）預金解約

（基金繰入）

１万円

426万円

115万円

146万円

21万円

65万円

425万円

137万円

147万円

25万円

52万円

平成22年 平成23年 平成22年 平成23年

生活費
（総務費・議会費・消
防費など）

169万円

医療費・
介護サービス料など
（民生費）

257万円

ごみの処分・健康診断など
（衛生費）

家のリフォーム
（土木費・災害復旧費）

教育費

ローン支払
（公債費）

88万円

45万円

92万円

98万円

167万円

255万円

87万円

58万円

83万円

99万円

※平成 23 年度の普通会計決算額を、3,000 分の
1 にスケールダウンして分かりやすくしました。
　龍ケ崎家は、会社員のお父さん・お母さん（共
働き）、子ども 2 人、お母さんの両親と同居です。

　まずは収入です。勤務先の業績は一進一退を繰り返し、
基本給（市税、譲与税など）は現状維持の 425 万円。一
般業務の増加（社会保障関係など）に加え、震災のお見
舞いが加算されたため諸手当（地方交付税）は 137 万円
と昨年に比べ 22 万円のアップ。両親からの負担（国・県
支出金）も昨年同様、子育て支援の加算（子ども手当に
係る国・県補助金）などがあり 147 万円と現状維持です。
他にも、昨年の剰余金（繰越金）25 万円を加えても収入
734 万円、まだ家計が賄えません。そこで、リフォーム
ローンで 4 万円、諸手当のカット（平成 13 年度から地
方交付税のカットが継続中です）分相当額 48 万円を、生
活費ローン（臨時財政対策債）で借り入れて、収入総額
は 786 万円、昨年と比べ 12 万円増えました。
　なお、生活費ローンは、返済時に費用の 100％を諸手当の
計算に算入してくれるという勤務先（国）の連帯保証付きです。

　次に支出です。食費や衣服などの生活費（総務費など）
はやり繰りして抑制しましたが、両親の介護サービス利

用や病気治療に伴う出費（特別会計繰出金）、子どもの保
育などの費用（子ども手当支給事業）、病気療養中の友人
の生活支援（生活保護費）などが家計を圧迫しています。
住宅や外壁の修繕費用（土木費、災害復旧費）は、震災
復旧もあって 58 万円と、昨年と比べ 13 万円も増えまし
た。ほかにも、教育費が 83 万円、固定費であるローン返
済（公債費）が 99 万円。これで支出総額は 749 万円。さま
ざまな工夫を凝らした結果、昨年と同額に抑制できました。
　このように、収入と支出の差額は 37 万円。当面の資金
繰り対策もあり、黒字を維持しました。景気の本格回復
もままならず、臨時的な支出を減らしていますが、教育
や保育、介護・医療などの出費が続き、家計は依然とし
て余裕がある状態とはいえません。引き続き「家計改善
計画（第 3 次財政健全化プラン）」を実行しながら、持続
可能な家計とするため家族全員力を合わせて奮闘中です。
家族の協力、地域の協働の取組を強めて未来を切り拓く、
それが龍ケ崎家の考え方です。

　視点を変えて資産状況です。預金残高 124 万円、昨年
と比べ 9 万円の微増です。一方の債務残高は、ローン（市
債）残高 909 万円、昨年と比べ 32 万円減らし、また、
分割払（債務負担行為）残高 119 万円、昨年と比べ 9 万
円減らしました。徐々にではありますが、預金を増やす
一方で、計画的に借入金を返済しています。

龍ケ崎市第３次財政健全化プラン　計画第２年度実績

将来負担額の推移

一般会計債残高 特別会計債残高

公債費に準ずる債務負担残高 一部事務組合公債費負担残高

（百万円） H19 H20 H21 H22 H23

56,925

5,108
54,776 52,763 50,868 48,433

5,820

16,957

29,040

4,199

4,309

16,832

29,436

3,384
4,071

16,611

28,697

2,539
3,828

16,283

28,218

1,688
3,567

15,897

27,281
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柔軟で持続可能な財政基盤の構築を目指す県内初の条例

　

自
治
体
の
財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、
収

入
の
柱
で
あ
る
住
民
税
な
ど
は
減
収
傾
向

に
あ
る
反
面
、
医
療
や
福
祉
な
ど
の
費
用

が
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
厳
し
さ

を
増
し
て
い
く
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
大
き
な
原
因
は
、
少
子
高
齢
化
の

進
行
・
人
口
減
少
社
会
と
い
う
我
が
国
の

構
造
変
化
に
由
来
す
る
も
の
で
す
。
こ
の

た
め
、
一
過
性
の
対
策
で
は
な
く
、
財
政

の
持
続
可
能
性
を
担
保
す
る
仕
組
み
の
構

築
が
自
治
体
共
通
の
課
題
と
し
て
ク
ロ
ー

ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
情
勢
の
中
、
本
市
に
お
い

て
、
今
後
と
も
福
祉
の
増
進
・
市
民
生
活

の
向
上
を
図
る
た
め
に
は
、
市
の
最
上
位

計
画
「
ふ
る
さ
と
龍
ケ
崎
戦
略
プ
ラ
ン
」

の
計
画
的
な
展
開
が
肝
要
で
、
そ
れ
を
支

え
る
財
政
力
の
強
化
が
不
可
欠
で
す
。

　

そ
こ
で
、「
龍
ケ
崎
市
財
政
運
営
の
基
本

指
針
等
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
し
、
こ
の

10
月
か
ら
柔
軟
で
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の

構
築
に
向
け
た
取
組
を
本
格
化
し
ま
す
。

　

財
政
情
報
の
充
実
は
、
市
民
と
行
政
の

共
通
認
識
の
基
盤
と
な
っ
て
議
論
の
深
化

を
促
し
、
適
正
な
意
思
決
定
に
反
映
さ
れ

る
と
考
え
ま
す
。
本
条
例
で
は
、
こ
れ
ま

で
の
任
意
の
取
組
の
制
度
化
を
は
じ
め
、

長
期
的
な
財
政
収
支
見
通
し
お
よ
び
大
規

模
な
投
資
的
事
業
に
伴
う
財
政
負
担
（
試

算
）
の
公
表
な
ど
も
制
度
化
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
平
常
時
（
日
常
）
の
財
政
運
営

の
目
標
の
設
定
、
財
政
状
況
の
急
変
時
の

備
え
と
な
る
早
期
警
戒
基
準
な
ど
も
規
定

し
ま
し
た
。

　

本
市
で
は
、
平
成
13
年
度
以
降
、
数
次

の
財
政
健
全
化
プ
ラ
ン
に
取
り
組
み
、
各

プ
ラ
ン
の
財
源
確
保
目
標
は
達
成
し
ま
し

た
が
、
経
済
情
勢
の
変
化
や
国
の
制
度
改

正
の
影
響
な
ど
も
あ
っ
て
、
健
全
化
に
は

至
っ
て
お
り
ま
せ
ん
。
今
後
の
我
が
国
の

構
造
変
化
に
伴
う
財
政
環
境
の
悪
化
要
因

を
考
慮
す
る
と
、
新
た
な
取
組
が
必
要
で

す
。

　

そ
こ
で
、
平
成
25
年
度
以
降
、
財
政
指

標
を
用
い
た
５
つ
の
目
標
を
設
定
す
る
と

と
も
に
、
財
政
力
の
向
上
を
目
指
し
た
「
中

期
財
政
計
画
」
に
基
づ
く
財
政
運
営
に
当

た
り
ま
す
。

　

行
政
も
企
業
経
営
と
同
様
、
資
金
需
要

に
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

ま
た
、
経
営
体
力
を
強
化
す
る
た
め
に
は
、

中
長
期
的
な
視
点
か
ら
、
資
産
を
有
効
に

活
用
す
る
と
と
も
に
、
債
務
を
削
減
す
る

こ
と
も
重
要
で
す
。

　

そ
こ
で
、
収
支
お
よ
び
資
産
・
債
務
の

状
況
を
適
正
に
把
握
・
評
価
す
る
観
点
か

ら
、
５
つ
の
財
政
指
標
を
選
定
し
、
財
政

運
営
の
目
標
を
設
定
し
ま
し
た
。
こ
の
中

の
「
社
会
資
本
形
成
の
将
来
世
代
負
担
比

率
」
は
、
次
世
代
に
過
大
な
負
担
を
残
さ

な
い
観
点
か
ら
選
定
し
た
も
の
で
、
本
条

例
の
趣
旨
を
反
映
し
た
特
徴
的
な
指
標
で

も
あ
り
ま
す
。

柔軟で持続可能な財政基盤の構築を目指す県内初の条例

　

財
政
状
況
の
急
変
時
に
は
、「
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」

に
よ
る
財
政
健
全
化
お
よ
び
再
生
の
ス

キ
ー
ム
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
こ

の
ス
キ
ー
ム
の
適
用
は
、
財
政
状
況
が
相

当
に
深
刻
化
し
た
後
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

よ
り
早
い
段
階
で
の
対
策
が
肝
要
で
す
。

　

そ
こ
で
、
早
期
の
対
策
の
要
否
を
判
断

す
る
「
早
期
警
戒
基
準
」
を
設
定
し
、
こ

れ
に
該
当
し
た
場
合
に
は
原
因
の
分
析
、

弁
護
士
や
公
認
会
計
士
な
ど
の
外
部
監
査

を
踏
ま
え
た
「
早
期
財
政
健
全
化
計
画
」

を
策
定
、
公
表
す
る
と
と
も
に
、
緊
急
的

な
対
策
を
含
む
健
全
化
策
の
展
開
な
ど
も

念
頭
に
、
問
題
が
深
刻
化
す
る
前
に
改
善

を
図
る
仕
組
み
を
制
度
化
し
ま
し
た
。

　

我
が
国
で
は
、
高
度
経
済
成
長
期
に
整
備

さ
れ
た
多
く
の
公
共
施
設
の
老
朽
化
が
進
行

し
、
一
斉
に
更
新
時
期
を
迎
え
よ
う
と
し
て

お
り
、
巨
額
の
費
用
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
一

方
、
国
・
地
方
と
も
に
厳
し
い
財
政
環
境
に

あ
る
こ
と
か
ら
、
更
新
費
用
の
削
減
策
を
伴

う
財
源
確
保
が
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
社
会
情
勢
の
変
化
に
伴
い
、
公
共
施

設
に
対
す
る
需
要
の
変
化
に
対
応
す
る
こ
と

も
大
き
な
課
題
で
す
。

　

つ
ま
り
、
こ
の
二
つ
の
課
題
を
一
体
的
に

解
決
し
な
け
れ
ば
、
多
く
の
公
共
施
設
は
物

質
的
・
機
能
的
に
朽
ち
て
し
ま
う
と
い
う
問

題
が
注
目
を
集
め
て
い
ま
す
。

　

本
市
に
お
い
て
は
、
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
開

発
に
よ
る
人
口
急
増
期
に
公
共
施
設
を
集

中
的
に
整
備
し
ま
し
た
。
こ
の
た
め
、
国

全
体
の
傾
向
と
比
べ
る
と
、
公
共
施
設
の

老
朽
化
の
度
合
い
は
比
較
的
低
い
も
の
の
、

い
ず
れ
更
新
時
期
を
迎
え
ま
す
。
避
け
ら

れ
な
い
問
題
だ
か
ら
こ
そ
、
早
め
の
対
策

が
肝
要
で
す
。

　

こ
の
公
共
施
設
の
更
新
問
題
へ
の
対
応

を
念
頭
に
、
本
条
例
で
は
公
共
施
設
の
管

理
運
営
に
関
す
る
基
本
方
針
の
策
定
を
義

務
付
け
て
い
ま
す
。

　

本
年
度
中
に
、
本
市
の
公
共
施
設
の
保
有

状
況
や
老
朽
化
の
状
況
、
更
新
費
用
の
予
測

な
ど
か
ら
現
状
を
明
ら
か
と
し
た
う
え
で
、

今
後
の
公
共
施
設
の
管
理
運
営
の
あ
り
方
を

示
し
た
基
本
方
針
を
策
定
し
ま
す
。

　

策
定
の
基
本
ス
タ
ン
ス
は
、
公
共
施
設
に

対
す
る
現
世
代
の
需
要
を
充
足
す
る
と
と
も

に
、
次
世
代
へ
適
切
な
カ
タ
チ
で
公
共
施
設

を
引
き
継
ぐ
こ
と
と
考
え
て
い
ま
す
。
こ
の

た
め
、
公
共
施
設
の
運
営
の
効
率
化
や
機
能

強
化
を
通
じ
て
現
在
の
需
要
を
充
足
す
る
た

め
の
取
組
、
必
要
な
機
能
を
将
来
に
わ
た
っ

て
確
保
す
る
た
め
の
多
機
能
化
や
複
合
化
、

統
廃
合
な
ど
を
計
画
的
に
推
進
し
て
将
来
に

お
い
て
も
有
用
な
公
共
施
設
を
維
持
す
る
た

め
の
取
組
が
中
心
テ
ー
マ
と
考
え
て
い
ま

す
。

　

な
お
、
素
案
が
ま
と
ま
り
次
第
、
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
行
い
ま
す
。

　

本
条
例
に
基
づ
く
健
全
化
の
取
組
を
本
格

化
し
て
、当
面
の
収
支
状
況
の
改
善
に
加
え
、

中
長
期
的
な
資
産
改
革
を
含
む
体
力
強
化
策

に
よ
り
、
財
政
力
の
向
上
へ
と
繋
げ
て
、
少

子
高
齢
社
会
・
人
口
減
少
社
会
に
も
耐
え
ら

れ
る
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
構
築
を
推
進

し
ま
す
。
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

財政状況に応じた対策イメージ

情
報
の
充
実
・
目
標
の
設
定
・

急
変
時
の
備
え

「
中
期
財
政
計
画
」
に
よ
る

財
政
運
営

５
つ
の
財
政
指
標
に
よ
り

収
支
・
資
産
・
債
務
を
把
握
・
評
価

ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
る

　
　

公
共
施
設
の
更
新
問
題

市
の
公
共
施
設
の
現
状

現
世
代
の
需
要
の
充
足
と
次
世

代
に
適
切
に
引
き
継
ぐ
取
組

（
基
本
方
針
の
確
立
）

財政情報の充実

◦当初予算の状況（編成過程を含む）
◦決算の状況（決算書、決算統計、健全化判断比率、
　キャッシュフロー計算書など）
◦財務諸表（総務省基準モデル準拠）
◦財政収支見通し（向う 10 年）
◦公共施設・インフラ施設の整備に伴う財政運営影響額
　→建築物１億円・インフラ２億円以上を対象にフル
　　コストの影響額を試算、公表。
中期財政計画

◦５つの目標
　→収支（フロー）、資産・債務（ストック）の視点
◦計画期間は平成 25 年度～平成 28 年度

中期財政計画の目標
目標とする指標 目標値 H23 実績値

基礎的財政収支 黒字 19 億超の黒字
経常収支比率 90％以下 94.1％
積立金残高比率 35％以上 24.6％
実質債務残高比率 180％以下 225.2％
社会資本形成の 
将来世代負担比率 30％以下 36.3％ 

※ H22 実績値
早期警戒基準（市の独自の基準）

区分 早期警戒基準 法律の基準
実質赤字比率 ０％以上 12.77％
連結実質赤字比率 ０％以上 17.77％
実質公債費比率 16％以上 25％
将来負担比率 200％超 350％
資金不足比率 ０％以上 20％

お
わ
り
に

※法律の基準は、平成 23 年度の早期健全化基準等実績値。

柔
軟
で
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
構
築
を
目
指
す
取
組

福
祉
の
増
進

市
民
生
活

地
域
経
済
を
支
え
る
財
政
基
盤

・

、

市
独
自
の
早
期
警
戒
基
準
で

万
全
の
備
え



自治基本条例とは…
　まちづくりの基本的な考え方や進め方をはじめ、市民の皆さんの市政への参画や市民の皆さんと
議会および市がお互いに協力していくためのルールなど、自治のあり方を定める条例です。

　新しいまちづくりの指針として今年度からスタートした「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」では、目指して
いくまちの姿を「人が元気　まちも元気　自慢したくなるふるさと 龍ケ崎」と定め、その実現のための重
点戦略のひとつとして「協働のまちづくりと地域力のアップ」を掲げています。
　現在、市では、この「協働のまちづくりと地域力のアップ」を進めるため、市政運営への市民参画の推
進に向けて、自治の基本的な理念や原則、まちづくりの進め方のルールを明らかにする「（仮称）龍ケ崎市
自治基本条例」の制定に向けて取り組んでいます。

市民組織での検討スタート！
　条例素案に盛り込むべき市民の権利や市政への参画、協働によるまちづくりの
仕組みなど、市民に関連する事項について検討し、市に提言いただく「龍ケ崎
市市民自治の基本理念等を定める条例に関する検討委員会」（以下「検討委員会」
という）を今月 16 日に開催します。一般市民と知識経験者で構成された検討委
員会は、今後、約１年かけて、月１回程度の会議を開催し、活発な議論を行って
いきます。
　今後、市では、検討委員会での提言とともに、懇談会やパブリックコメントな
どを通じて、多くの市民の皆さんのご意見を伺いながら、条例の制定に向けて取
り組んでいきます。条例制定に向けての取り組みの経過については、広報紙や市
公式サイトなどで、随時お知らせしていきます。

「（仮称）龍ケ崎市自治基本条例」
　　　　の制定に向けて取り組んでいます

■問い合わせ：企画課地域戦略グループ☎内線 363

「龍ケ崎市地域防災計画（案）」
　　　　についてのご意見を募集します

■問い合わせ：危機管理室消防防災グループ☎内線 350

　平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模災害が発生した場合の対策をあら
かじめ定め、被害の拡大を抑えることを目的に、平成 24 年度において「龍ケ崎市地域防災計画」のうち「地
震災害対策計画編」の見直しを行います。先の震災では、当市においても、被害情報の収集、市民への情
報伝達、被害調査、応急復旧、避難所の開設、応急給水などの対策を講じる中で、貴重な教訓を得ました。
こうした教訓事項や茨城県地域防災計画（地震災害対策計画編）、さらには防災関係機関からの意見を踏ま
え、今回、前述の計画の素案を策定しました。この計画の素案について、広く市民の皆さまからご意見を
頂くため、パブリックコメントを実施します。皆さまのご協力をお願いします。

●意見募集の資料

◦龍ケ崎市地域防災計画【地震災害対策計画編】（案）
◦龍ケ崎市地域防災計画【資料編】（案）
●資料の公表・意見募集の期間

　平成 24年 10月 1日（月）～ 10月 31日（水）
●意見の提出ができる人

①市内在住・在勤・在学の方②市内に事業所（事務所）
がある個人・法人・その他団体③龍ケ崎市に対して納税
義務がある個人・法人④この計画に係る事案に利害関係
のある個人・法人・その他団体
●意見の提出

　様式に定めはありません。住所・氏名・連絡先・案件

名を明記して次のいずれかの方法で龍ケ崎市総務部危機
管理室に提出してください。
①Ｅメール：kiki@city.ryugasaki.ibaraki.jp　
②ファクス：0297-60-1583
③直接または郵送：
〒301-8611　龍ケ崎市3710龍ケ崎市総務部危機管理室
●資料公表方法（閲覧場所）

　市公式サイト（http//www.city.ryugasaki.ibaraki.
jp/PUBLICCOMMENT) または次の施設にて閲覧できま
す。ただし、閉庁日・休館日を除きます。
市役所危機管理室（本庁舎３階）／日直室（※ただし閉
庁日のみ）／本庁舎１階情報提供コーナー／西部・東部
出張所／中央図書館／各コミュニティーセンター


